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法４６条の１７第２項所定の通知（確定通知）の
処分性についての議論は終わっている
本来的には法的効果を有していないと考えられる⾏政の活動に
ついて、処分性を認めてきた判例がある。
・ 昭和５０年代の税関⻑の通知についての２つの最⾼裁判決
・ 就学援護費の不⽀給決定
・ ⾷品衛⽣法１６条違反の旨の検疫所⻑の通知
・ 医療法３０条の７の勧告
仕組み解釈といわれる⽅法をとって、処分性を認めてきた。
本件の確定通知は、法令上普通に解釈して、法的効果が認めら
れるものであり、仕組み解釈をする必要はない。



法４６条の１７第２項所定の通知（確定通知）の
処分性についての議論は終わっている
電気事業法及び同法施⾏規則は、⽕⼒発電所などの建設⼯事が
可能となる前提としての届出には、「法第４６条の１７第２項
の規定による通知に係る評価書に従っている環境の保全のため
の措置」を記載し、「法第４６条の１７第２項の規定による通
知に係る評価書に従っている環境の保全のための措置に関する
説明書」を添えなければならない。と規定
→ 確定通知がされていることが、届出の前提。確定通知がない
と届出が有効とならない。
→ 確定通知は、⼤きな法的効果と結びついている。



法４６条の１７第２項所定の通知（確定通知）の
処分性についての議論は終わっている
・電気事業法は、確定通知がなされないと、評価書の公告及び
縦覧ができないと規定（電気事業法４６条の１９、環境影響評
価法２７条）。
・環境影響評価法３１条は、「事業者は、第２７条の規定によ
る公告を⾏うまでは、対象事業を実施してはならない。」と規
定。電気事業法４６条の２３は、環境影響評価法３１条の適⽤
を排除していに。
→ 確定通知がない限り、環境影響評価法３１条により、事業者
は対象事業の実施ができない。



法４６条の１７第２項所定の通知（確定通知）の
処分性についての議論は終わっている
法令は、明⽰的に、確定通知に、法的効果を結び
つけている。
→ したがって、確定通知が処分性を有することは
明らか。
・ 仕組み解釈すら不要。



原告適格その１ 被侵害利益との関係
最⾼裁判所は、平成１１年１１⽉２５⽇の判決までは、⼟地収
⽤系の処分について、騒⾳や⼤気汚染被害を受ける、近隣住⺠
の原告適格を否定。
平成１７年１２⽉７⽇の⼩⽥急⾼架⼤法廷判決は、平成１１年
１１⽉２５⽇の判決を明⽰的に変更
→ 「事業地の周辺地域に居住する住⺠（が）違法な事業に起因
する騒⾳，振動等によって（中略）健康⼜は⽣活環境に係る著
しい被害を受けないという具体的利益」は、被害の内容，性質，
程度等に照らせば、⼀般的公益の中に吸収解消させることが困
難なものとした。
→ 被害の内容、性質、程度などを重視して、原告適格を肯定



原告適格その１ 被侵害利益との関係
平成２１年１０⽉１５⽇の場外⾞券売場設置許可判決とあわせ
読むと、
「周辺住⺠等の⽣命，⾝体の安全や健康が脅かされたり，その
財産に著しい被害が⽣じたりする」被害でないもの＝「基本的
には公益に属する利益」 → 「法令に⼿掛りとなることが明ら
かな規定」の存在を要求
「周辺住⺠等の⽣命，⾝体の安全や健康が脅かされたり，その
財産に著しい被害が⽣じたりする」＝ 「⼀般的公益の中に吸収
解消させることが困難なもの」 →  「法令に⼿掛りとなること
が明らかな規定」がなくとも、なんらかの⼿掛かりとなる法令
上の規定があればいい



原告適格その１ 被侵害利益との関係
最⾼裁は、まず、被侵害利益の性質やその侵害の程度などを考
え、それを踏まえ、法令の趣旨・⽬的の解釈を⾏うというもの
とした。
本件における、原告適格の判断にあたっても、最⾼裁判所の判
例のこのような基本的⽴場が重視されるべき。

ところが、被告は、上記のような最⾼裁判所の判例の⽴場とは
離れて、被侵害利益の性質やその侵害の程度を論ずることなく、
法令の趣旨⽬的を議論しようとしている。
→ 不適切



原告適格その１ 被侵害利益との関係
本件における原告らの具体的利益及びその侵
害の態様及び程度
・ 温暖化被害
・ ⼤気汚染被害
・ 温排⽔被害



原告適格その１ 被侵害利益との関係
温暖化被害
• その１は、より激しい⾬が降ることによって、⼟砂
災害や⽔害を受け、その結果、⽣命を失ったり、⾝体
被害を受けたり、住居を失うなどの重⼤な財産的被害
を受けるというもの
• その２は、熱中症などによって⽣命を失い、健康を
害するというもの。
• その３は、漁業資源・海中観光資源が失われるなど
して重要な⽣業⼿段が失われたりするというもの



原告適格その１ 被侵害利益との関係
⼤気汚染被害
• 本件の新設発電所から排出される、ＳＯｘ（硫⻩酸化物）、

ＮＯｘ（窒素酸化物）、ばいじんや微⼩粒⼦状物質（ＰＭ２．
５）などの浮遊粒⼦状物質（ＳＰＭ）などの⼤気汚染物質に
よって、健康を害したり⽣命を失ったりするなど、⽣命⾝体健
康という重⼤な利益を、不可逆的な形で深刻に侵害されるとい
うもの

温排⽔被害
•本件の新設発電所から排出される、温排⽔によって、
漁業資源が失われるなどして重要な⽣業⼿段が失われ
るなど、重要な⽣業⼿段という重⼤な利益を、不可逆
的な形で深刻に侵害されるというもの



原告適格その１ 被侵害利益との関係
これらの具体的利益とその侵害状況は、いずれ

も、⽣命⾝体健康あるいは重要な財産や重要な⽣
業⼿段といったものが、不可逆的に侵害されると
いうものであって、その被害の内容、性質、侵害
の程度等に照らせば、⼀般的公益の中に吸収解消
させることが困難なもの。

以上の点について、被告からの認否も反論もな
い。



原告適格その２ 環境影響評価法、電気事業法の趣旨・
⽬的
環境影響評価法は、環境基本法２０条を受けて、制定された。

基本指針（環境基本法１４条）では、その制度は、「⼈の健
康が保護され、及び⽣活環境が保全され（中略）る」ことの
「確保を旨として、（中略）⾏わなければならない。」と規定
・ 環境影響評価法１１条第４項は、明⽰的にその旨規定。
・ 被告である、経済産業省が定めた発電所アセス省令も同趣
旨を規定（ ２２条１項柱書き及び同項１号 ）
電気事業法及び発電所アセス省令に定める環境影響評価制度も
同様。



原告適格その２ 環境影響評価法、電気事業法の
趣旨・⽬的
「⽕⼒発電所の設置⼯事、維持及び運⽤の各段階において、強
制的権限をもって技術基準適合性の確保を求めており、このこ
とにより⼈の健康等の個々⼈の具体的利益を図っている」⼀⽅、
「評価書の遵守を強制的権限をもって確保するものとしていな
い」から、 電気事業法の環境影響評価制度は、個々⼈の個別的
利益を保護していない と⾔えるのか。
→ １ 環境基本法第１４条に定める事項の確保のためには、同
法２１条の規制的⼿法だけでなく、同法２２条の経済的⼿法、
同法２６条の参加⼿法、同法２７条の情報⼿法、そして、同法
２０条に定める環境影響評価制度が、様々な形で機能していか
なければならないという点の認識 を⽋き、不適切



原告適格その２ 環境影響評価法、電気事業法の
趣旨・⽬的
２ 電気事業法は、同法４６条の２０において、法的な義務を
発電事業者に課している。

そして、その履⾏確保⼿段として、発電事業者に対する報告
徴求権限（法１０６条３項、電気事業法施⾏令（昭和４０年政
令第２０６号）２６条第２項５号）、この報告義務違反に対す
る処罰規定（法１２０条１２項）、強制⽴⼊検査権（法１０７
条２項）を設けている。

規制的⼿法とは異なる⼿法だが、その⼿法に応じて、義務の
履⾏確保の⼿段が設けられている。法は、「評価書の遵守を強
制的権限をもって確保するものとしていない」訳ではない。



原告適格その３ 環境影響評価法及び県アセス条例が、
対象を限定した、特別の⼿続き的配慮をしていること
・昭和５７年９⽉９⽇の⻑沼ナイキ訴訟最⾼裁判決は、処分の
根拠となる法令からみて、処分が⼀般的公益の保護を⽬的とす
る場合であっても、法令に特段の規定を設けて、特定の個々⼈
に原告的を与えることは可能であると判断。
・場外⾞券売場についての平成２１年の最⾼裁判決においても、
基本的に踏襲
→ 対象を限定した、特別の⼿続き的配慮をしている場合には、
原告適格が肯定される。



⼩⽥急⾼架⼤法廷・平成１７年判決は、シェリー・アーンシュ
タインのいう「形ばかりの参加」に過ぎない都市計画法１６条、
１７条の規定についても、都市計画法の趣旨・⽬的を解釈する
⼿掛かりとした。→ 環境影響評価法は、都市計画法１６条、１
７条をはるかに上回る、⼿続き的配慮をしている。少なくとも
⼿掛かり規定にはなる。
環境影響評価法
配慮義務（環境影響評価法１１条１項及び２１条第１項柱書き）
応答義務（同法１４条１項４号及び２１条第２項４号）

原告適格その３ 環境影響評価法及び県アセス条例が、
対象を限定した、特別の⼿続き的配慮をしていること



関係地域内において、⽅法書及び要約書、準備書を縦覧に供す
る義務（⽅法書について環境影響評価法７条、準備書について
環境影響評価法１６条）
関係地域内において、⽅法書、準備書の記載事項を周知させる
ための説明会を開催する義務（⽅法書について環境影響評価法
７条の２第１項、準備書について環境影響評価法１７条１項）
を規定。
環境影響評価法は、配慮義務および応答義務という⾼い⼿続き
的保障を課す、⽇本で唯⼀の法律

原告適格その３ 環境影響評価法及び県アセス条例が、
対象を限定した、特別の⼿続き的配慮をしていること



原告適格その２ ⼿掛かりとなる規定
県アセス条例における特別の⼿続き的配慮

県条例４８条１項は、準備書公聴会は、「条例準備書関係住
⺠等その他の規則で定める者を対象として」開催する。

同条例５０条２項は、知事に対し、環境影響評価法２０条１
項⼜は５項の規定により意⾒を述べるにあたり、準備書公聴会
における県条例上の関係地域の住⺠等が述べた意⾒については、
「環境保全上の⾒地から⼗分考慮する」 と規定。

環境影響評価法は、住⺠らの意⾒（同法１８条１項の意⾒）
と並んで、知事の意⾒（同法２０条１項⼜は５項の意⾒）につ
いて、事業者に配慮義務を課す（同法２１条１項）。

原告適格その３ 環境影響評価法及び県アセス条例が、
対象を限定した、特別の⼿続き的配慮をしていること



原告適格その２ ⼿掛かりとなる規定

電気事業法、環境影響評価法及び神奈川県環境影
響評価条例は、⼤気汚染によって健康⼜は⽣活環
境に係る著しい被害を直接的に受けるおそれのあ
る者に対し、そのような被害を受けないという利
益をその者の個別的利益としても保護していると
解される。

原告適格その３ 環境影響評価法及び県アセス条例が、
対象を限定した、特別の⼿続き的配慮をしていること



原告適格その４ ⼤気汚染によって健康⼜は⽣活環境に係る
著しい被害を直接的に受けるおそれのある者の範囲
環境影響評価法６条・１５条の関係地域
→ 「⼀以上の環境の構成要素に係る環境影響を受けるおそれが
あると判断される地域」（発電所アセス省令１８条、４条２項
１号・２号）
→ 「⼤気汚染評価物質の移流及び拡散の特性を踏まえて対象事
業により影響を受けるおそれがあると認められる地域」（神奈
川県環境影響評価技術指針（平成１０年２⽉６⽇環審第７３
号）（甲６２）「第２章 各論」「第１ ⼤気汚染」「１ 調
査の⼿法」「(3) 調査地域及び地点」「ア 調査地域」



原告適格その４ ⼤気汚染によって健康⼜は⽣活環境に係る
著しい被害を直接的に受けるおそれのある者の範囲
→ 「対象事業から排出される⼤気汚染評価物質の最⼤着地濃度
等を勘案し、最⼤着地濃度が出現する地点までの距離を⼗分に
含む距離を半径とする円内」となります（県アセス技術指針の
解説（神奈川県環境影響評価技術指針解説・甲６４）
・ ⼤気汚染被害は、不可逆的であり、かつ、⼈の⽣命を奪う
場合も多々あるという点で、より深刻かつ重⼤
→ ⼤気汚染物質の最⼤着地濃度が出現する地点までの距離を⼗
分に含む半径内の範囲を、環境影響評価法６条・１５条の関係
地域として定める以上、その関係地域に居住または勤務する⼈
について原告適格を肯定することは、⼩⽥急⾼架⼤法廷・平成
１７年判決に沿う。



原告適格その４ ⼤気汚染によって健康⼜は⽣活環境に係る
著しい被害を直接的に受けるおそれのある者の範囲
本件における、対象事業から排出される⼤気汚染評価物質の最
⼤着地濃度が出現する地点までの距離を⼗分に含む距離を半径
とする円内とは？
→本件の場合、対象事業から排出される⼤気汚染評価物質の最
⼤着地濃度が出現する地点は、煙源から１５km前後のところで
あり、かつ、２０ｋｍのところでは濃度があまり変化しない
（本件の評価書の４−１３・⼄８・２６７〜２６８⾴）。
かつて、本件場所にあった⽕⼒発電所のときも、最⼤着地濃度
が出現する地点は、煙源から１３−４km前後のところであり、
２０ｋｍのところではそれなりの⾼い濃度があった（本件の評
価書の４−１３・⼄８・２６７〜２６８⾴）。



原告適格その４ ⼤気汚染によって健康⼜は⽣活環境に係る
著しい被害を直接的に受けるおそれのある者の範囲
→本件の環境影響評価法６条・１５条の関係地域は、少なくと
も、煙源から半径２０km前後までの範囲
・このことは、本件の事業者も、⼤気汚染の影響調査の対象地
域を、新設発電所の周囲２０kmの範囲と設定している（準備書
12-1-1-1-19、これは、評価書12-1-1-1-19・⼄８の５７５⾴と
同じ）こととも整合。
→ 環境影響評価法６条・１５条の関係地域に居住し⼜は勤務す
る者は、⼤気汚染によって健康⼜は⽣活環境に係る著しい被害
を直接的に受けるおそれのある者といえる。



原告適格その４ ⼤気汚染によって健康⼜は⽣活環境に係る
著しい被害を直接的に受けるおそれのある者の範囲
県条例上の関係地域
→ 本件の環境影響評価法６条・１５条の関係地域に含まれる。
→ 県条例は、電気事業法及び環境影響評価法が定める環境影響
評価⼿続きにおける参加⼿続きについて、県条例４８条、５０
条等の規定によって、特に、県条例上の関係地域の住⺠等に対
して、⾼い⼿続的保障を与えている。県条例４８条、５０条の
規定は、電気事業法及び環境影響評価法に基づくもの。
→県条例上の関係地域に居住し⼜は勤務する者は、⼤気汚染に
よって健康⼜は⽣活環境に係る著しい被害を直接的に受けるお
それのある者であり、かつ、特別な⼿続き的保障をされている
者であって、原告適格が肯定される。



原告適格その４ ⼤気汚染によって健康⼜は⽣活環境に係る
著しい被害を直接的に受けるおそれのある者の範囲
２０km以内の居住者等
→ 発電所の周囲２０ｋｍ以内の範囲は、「⼤気汚染評価物質の
移流及び拡散の特性を踏まえて対象事業により影響を受けるお
それがあると認められる地域」（県アセス技術指針の「第２章
各論」「第１ ⼤気汚染」「１ 調査の⼿法」「(3) 調査地域及
び地点」の「ア 調査地域」 ）
→環境影響評価法６条・１５条の関係地域に居住し⼜は勤務す
る⼈に対しては、縦覧、説明会の開催といった形で、特段の規
定を設けて、特別の⼿続き的配慮をし、その提出する意⾒につ
いても、環境影響評価法は、⽇本の法令の中で、極めて⾼い位
置付けを与えている。



原告適格 まとめ

原告らのうち、
県条例上の関係地域（本件の新設発電所の事業予定地か
ら、３キロメートルの区域を包含するように市町村の区
域内の町若しくは字の区域の境界などによって区画され
る地域）に居住し⼜は勤務する⼈はもちろん、
新設発電所の周囲２０ｋｍ以内の範囲に居住し⼜は勤務
する⼈については、
本件確定通知の取消訴訟の原告適格が肯定される。



最後に

１ 被告は、「環境影響評価法２１条２項４号は、（中略）準
備書の記載を修正する必要があるときに限って、市⺠等意⾒の
概要等に加え、その市⺠等意⾒に対する事業者の⾒解を記載す
べきことを規定したものに過ぎない」と主張している。この主
張は明らかな誤り。仮に、経済産業省が、今回の被告の主張の
通り、環境影響評価⼿続きを運⽤しているとすれば、それは、
制度の趣旨を理解しないまま、法律の定め及び⾃ら定めた省令
にも反して、環境影響評価⼿続きを運⽤していることになり、
極めて重⼤な問題
２ 被告の主張においては⽤語の混乱がある。「個別的利益」
という⾔葉を⽤いるべきところで、「具体的利益」 を使⽤


